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第1報では、被災地の小学校に勤務する教員が震災後に、新たに防災の視点
を採り入れて実施し始めた家庭科の住生活教育の指導内容、指導方法等につい
て調査した結果を報告した0
本報では、前報に引き続き、阪神・淡路大震災を体験した大学生を対象に調
査し、被害の状況と震災前後の防災対策についての意識の変化、また学校教育
における防災対策の必要性とその内容について、将来教育職を目指す学習者の
立場から検討を行ったので、その結果を報告するO
2方法
調査対象者は、神戸市中心部にある神戸大学と神戸女子大学、その周辺地域
にある兵庫教育大学に在学し、教員免許状取得を目的としている学生計167
名(男性24名、女性143名)であり、内訳を表1に示す。 調査方法は質問紙
法により、地震発生11カ月後の平成7年12月に調査を実施し、回収率は98.8
%であったO調査内容は、前報と同様である。
3結果及び考察
(1)対象者の属性と被災状況について
調査対象の学生は、全体の65、9%(110名)が自宅通学生で、19、8%が
(33名)が下宿・アパート、12、6%(21名)が大学寮に居住していた。
学生の震災時の居住地を、平成7年2月17日付けの朝日新聞による「被災
地」と「その他の地域」の分類に従って分けたものを表2に示すo被災地に居
住していた者は、全体の37、1%(62名)を占めていたO
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地震発生時、調査対象者の93、(156名)は就寝中及び目覚めていても
布団の中にいた状態であり、すでに起きて活動していた者はわずか4、2%(7
名)であった。 この地震で避難をした者は全体の28.1%(47名)で、うち被災
地居住者は67.7%(42名)であり、その他5名はここでの分類上の被災地に
は入らないが、偶然地震時に被災地に滞在していた者及び周辺地で被害を受け
た者である0
そこでまず、被災地居住者とその他の地域居住者における住まいの被害状況
を比較した結果、その他の地域居住者には住まいの被害が、ほとんどみられな
かったため、被災地居住者の被害状況について以下に論述する。
住宅・建物の被害状況では、被災地居住者の8、1%(5名)が全壊、14.5
%(9名)が-部損壊、46.8%(28名)がヒビ割れ等の被害を受けており、震
災後、これらのうちの37%(23名)の者が住居を変更していた。
窓ガラスの被害状況では、被災地居住者の1.6%(1名)が全壊、12.9%(8
名)が一部損壊の被害を受けていたが、80.6%(50名)には被害がなかったo
一方、壁の被害状況では、被災地居住者の1、6%(1名)が全損、46.8%
(29名)がヒビ割れ、ll.3%(7名)がI-一部損壊、16.1%(10名)が壁紙
のはがれ等の被害を受けていたQ
ドアや扉の被害状況では、被災地居住者の16.1%(10名)が一部損壊、4.8
%(3名)が開閉不可、29%(18名)が開きにくい等の被害を受けていたO
このような被害を受けた被災地では、震災後、壊れた住宅等の後片づけに多
くの時間と労力を要したと推察されるが、被災地居住者の50%(31名)が震
災後の後片づけが「非常に大変」「かなり大変」、29%(18名)が「やや大変」
と回答し、合わせた被災地居住者の79%(49名)が住宅の後片づけを体験し、
その大変さを痛感していたOこれに対し、その他の地域居住者の83.8%(88
名)は、後片づけの「負担はなかった」と回答しており、被害が大きかった地
域と少なかった地域における学生の体験の差が認められる。
(2)地震による心理的変化について
災害は時と共に記憶が薄れるのは通説であるが、この点に関連して、調査時
における対象者の地震直後及び地震から11カ月後の心理的ショックの有無と
程度について調査した結果を、図1-1、図1-2に示すo地震直後には、被災
地居住者の72.6%(45名)がショックが「あった」と回答し、その他の地域
-54-
居住者でも22.8%(24名)がショックが「あった」と回答したoLかし、地
震から11カ月後には、被災地居住者で地震のショックが「ある」と回答した
者は29%(18名)で、その他の地域居住者では5.7%(6名)にすぎなかっ
た。
このような結果から、地震直後にはショックの大きかった者が多いが、月日
の経過により衝撃的な被災者を除けば、全体傾向として地震のショックが薄れ
ていくことがわかる。
したがって、今後の教育の中に震災の記憶が風化しないように位置づける必
要性がある。
(3)家財の被害状況について
地震時に就寝していた大学生が多かったことから、特に寝室に置いていた家
財の被害状況をみると、被災地居住者の約60%(37名)に家財の半分以上な
いし一部が壊れる被害がみられた。 完全に倒れて壊れたり、一部損壊した家具
にはタンス類、鏡台、テレビ、本棚、学習机等があった。 また、地震により移
動した家具には椅子、オーディオ、カラーボックス等があり、比較的軽い家具
が移動していた。 しかし、その他の地域居住者には、このような大きな家財の
被害はみられなかったO
また、被災地居住者の85.5%(53名)は家具の上にのせていた物が落ちた
り、39.1%(25名)は棚の中から物が飛び出し、使用不可能となった被害も
みられた。
このような結果から、被災地居住者においては建物被害の大小に関わらず、
住宅内部の家財や家財による被害が大きかったことが明らかであるが、このこ
とは兵庫県立生活科学研究所及び阪神大震災住宅内部被害調査研究会による住
宅内部被害調査結果と同傾向である。
(4)地震前後の防災対策についての意識及び態度の変化
将来、教育職を目指している大学生は、地震前にどのような防災対策につい
ての知識を持ち、実際に防災対策をしていたか、また地震後にはどのような防
災対策を実施したかについて、「高い家具や棚の上に物をのせない」「出入り
口付近や通路に家具を置かない」「家具の倒れない工夫」「寝ている頭のそば
に大きい家具を置かない」等の4項目をとりあげ調査した結果を、図2-図5
-55-
に示す。
「高い家具や棚の上に物をのせない」という防災対策に関しては、図2-1、
-2に示すように被災地居住者もその他の地域居住者も、地震以前にこの対策
を知っていた者の割合は同程度であった。 また、地震以後、両地域共にこの対
策を知った者の割合は、地震以前に比べ約2倍に増加しており、この点でも両
地域に差はみられない。 しかし、地震以後、この対策の実施者の割合は被災地
居住者で41.9%にみられ、その他の地域居住者に比べ多いことが明らかであ
るO次に「出入り口付近や通路に家具を置かない」という防災対策については、
図3-1、-2に示すように、地震以前よりこの対策を知っていた者の割合は、
両地域共に約2割弱で、実際に対策実施済みの割合は、両地域共に1糾程度で
あった。 一方、地震以後、この対策に対する認知率は被災地居住者では64.5
0/.と2倍に増加し、その他の地域居住者においても47.6%に増加していたo
Lかし、実際にこの対策を実施した者は、被災地居住者の方が多いことが明ら
かである。
「家具の倒れない工夫」という防災対策は、図4-1、-2に示すように両地
域共に地震以前から約2割の者が知っていたが、その実施率は両地域共に3%
未満にすぎなかった0-方、地震以後、被災地居住者では40.3%がこの対策
を知り、14.5%がこの対策を実施したのに対し、その他の地域居住者の場合は
63.3%がそれを知っていたものの、対策実施者は6.7%であり、被災地居住者
に比べ少ないことが明らかである。
なお、「寝ている頭のそばに大きい家具を置かない」という防災対策につい
ては、図5-1、-2に示すように「出入り口の付近や通路に家具を置かない」
の場合と類似した結果を示したo
以上のように、就寝中の万---・の地震発生に備えて、「寝ているそばに家具を
置かない」ことや避難通路の確保のための「出入り口付近に家具を置かない」
ことは、この地震を境として過半数の者が対策実施済みであり、その割合は被
災地居住者の方がその他の地域居住者と比べて多くあったことから、体験の深
刻さが防災対策に影響を及ぼすしていることが明らかになった。
なお、今回の大地震では、防災対策に関する話題が連日マスコミをにぎわわ
せていたにも関わらず、上記の4つの防災対策について地震以後も知らないと
回答した者が2割以上認められることは、防災教育の必要性を暗黙に示唆して
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いるものとして興味深い。
(5)地震後の生活の仕方や考え方の変化について
「地寮後の生活の仕方や考え方の変化」については、図6に示すように被災
地居住者の80.6%(50名)に変化がみられたが、その他の地域居住者では46.7
%(49名)であり、地震による被害を受けた地域か否かにより、考え方の変
化に差があることがわかる。
(6)今後の防災対策に対する必要性と実践について
「今後の防災対策の必要性」については、図7に示すように全体の91.6%
(153名)が防災対策をする「必要がある」と回答したoLかし、地震以後に
防災上から、実際に自分の部屋の家具配置替え等を実施した者は、全体で16.2
%(27名)であり、被災地居住者でも30.6%(19名)にすぎなかった。
つまり、調査対象者の学生には、防災に対する必要性の認知はみられたもの
の、十分認識されているとはいえず、また防災対策を実践する態度も十分に育
っているとはいえない。
このことは表3に示すように、地震から4カ月後の5月に明石市での震災に
関するシンポジウムに集まった一般市民(女性)を対象に実施した、筆者らの
調査結果でも、情報を入手した者は増加していたが、対策を実行している者は
必ずしも多くなかった点で、学生と同傾向であるO
(7)学校教育で防災対策を指導する必要性について
「学校教育で防災対策を指導する必要性」については、図8に示すように、
将来、教育職を目指すこれらの学生全体の97%(162名)が、学校教育で防
災対策の指導をすることを望んでいた。
また、防災対策として教えたい内容には、図9に示すように「出入り口や通
路に家具を置かない」、「寝ている頭の上に家具を置かない」、「家具の倒れな
い工夫」などを挙げる者が多くみられたOこの結果は、前報の小学校の教員が、
家庭科の授業で指導する必要性があると回答した内容と同様であったO
将来、教育職を目指す大学生を調査対象とした以上の結果から、被災地居住
者とその他の地域居住者に関しては、震災後の防災に関する情報の伝達の点で
は差はないものの、具体的防災対策実施の割合は前者の方が多いこと、及び大
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地震を体験したにもかかわらず、震災後「防災関連情報」に接していない者が
少なくとも2割いることが明らかになった。
以上の点から、現状では明確でない防災視点からの家庭科の「住生活」額域
の内容に関連して、小・中・高の児童・生徒の防災に対する意識や態度の把握
と共に実生活に密着した家庭科でとり上げるべき防災教育の内容と方法等につ
いての検討が、今後の課題であると考えられる。
最後になりましたが、このたびの調査を快くお引き受け下さり、ご協力下さ
いました神戸大学朴木佳緒留教授及び神戸女子大学中井昌子助教授に謝意
を表しますo
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表1大学別の学年内訳
一回 -Lサl 三回 四回 計 (名)
神戸大学 69 1 9 0 79
神戸女子大学 10 65 4 i 70
兵庫教育大学 0 13 4 1 18
計 89 79 17 2 167
表2ノ震災時における居住地の分類
《被災地》
神戸市 人 数
東灘区 5
灘区 3
中央区 3
兵庫区 0
長田区 1
娩磨区 29
垂水医 4
西区 2
北区 0
明石市 5
芦屋市 2
西宮市 8
宝塚市 1
尼崎市 0
伊丹市 1
計 (名) 62
% 37.1
《その他の地域乳 .
人 数
大阪市 4
大阪府 13
京都府 8
兵庫県 23
その他 57
計 (名) 105
% 62.9
表3 -般市民を対象とした防災対策についての調査結果
項 目
地 震 前 地 震 後 .
知 っていた (%) 行 していた(%) 実行 した (%)
高い棚の上 に物 をのせ ないようにす る 53.2 13.9 53.2
寝室での家具 と寝 る位 置を考 えて いる 36.0 19.6 50.0
家具 を突っ張 り棒や釘等でとめて いる 31.1 13.1 .5
家具の配置をかえ、避難通路を確保 して いる 23.7 10.6 22.9
家具 を 1カ所に集のている 22.1 10.6 19.6
壁飾 りの取 り付けを強化 している 18.8 9.0 24.5
安全 ガラスや飛散防止フイル ムを使 っている 18.8 4-0 12.2
家電製品を何かで固定 している 16.3 4.9 14.7
棚な どで戸に鍵をつけて いる 13.9 3-2 19.6
(菊滞調査)
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図112地震の11カ月後のショック
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図211高い家具や棚の上に物をのせない(地震前)
E3情報なし
因情報あり
国対黛あり
因不明
図2-2高い家具や棚の上に物をのせない(地震後)
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国情報なし
国情報あり
国対隻あり
囚不明
図3-1出入り口付近や通路に家具を置かない(地震前)
国情報なし
田情緒あり
国対黛あり
団不明
図3-2出入り口付近や通路に家具を置かない(地震後)
図4-1家具が倒れない工夫(地震前)
冗
図4-2家具が倒れない工夫(地震後)
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国情報なし
国情報あり
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国情報なし
国情報あり
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Eヨ情報なし
EZ)情報あり
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団不明
図5-1寝ている頭のそばに大きい家具を置かない(地震前)
国情報なし
臣召情報あり
因対策あり
図不明
図6地震後の生活の仕方や考え方の変化
図7今後の防災対策の必要性
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図9防災対策に必要な指導内容
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